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1　はじめに
2009 年 10月の諮問に始まった民法（債権法）改正

は、大詰めを迎えています。2014 年 8月26日の第 96
回法制審議会民法（債権関係）部会において、要綱仮
案が決定されました。今後、この要綱仮案を前提に、法
務省内部において内閣法制局と調整しながら条文化
作業をすすめ、2015年 1月に、要綱案として部会決定
し、翌 2月の法制審議会総会で要綱として確定して法
務大臣に答申し、同年 3月の通常国会には改正民法法
案として提出される予定です。
思えば、2009年 11月の第 1回部会から5年近くの

間に開催された部会は96回、分科会は18回に及び、
途中に少しの休み期間が設けられたこともありました
が、原則として、毎月2回ないし3回のペースで審議
が進みました。しかも、部会の開催される火曜日の10

日ほど前までに審議の対象となる分厚い部会資料が届
き、それを熟読し、部会前の金曜日に開催される大阪
のバックアップ会議（民法改正問題特別委員会）と部
会前日の月曜日に開催される日弁連のバックアップ会
議に出席して、各地の弁護士会の意見を伺い、そして
議論を重ね、そのうえで部会において実務法曹として
の意見を開陳する作業は、本当に大変でした。体力的
にも精神的にも正直疲れました。しかし、何とかこの5
年近くに及ぶ部会審議をつとめることができたのも、
大阪と日弁連のバックアップ会議の皆様の力強いご協
力のおかげです。この場を借りてお礼を申しあげます。

2　大阪弁護士会の果たした役割
要綱仮案の内容については、5回に分けてバックアッ

プ会議の皆さんによる的確な紹介がありますので、重
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複は避けたいと思いますが、大阪の意見が強く影響し
た改正項目のうち2点を紹介しておきたいと思います。
一つは、債権の譲渡禁止特約の改正に関するもので

す（仮案第19の 1)。現行法の理解は、譲渡禁止特約
について悪意または善意重過失の譲受人との関係で
は、債権譲渡は無効で、譲渡された債権は譲渡人に帰
属すると解されていました。これを改正して、譲渡を
制限された債権の譲渡も譲渡人と譲受人との間では
有効で、当該債権は実体法的に譲受人に帰属するとし
た上で、債務者は、悪意または善意重過失の譲受人か
らの請求に対してはその履行を拒むことができ、また、
譲渡人に対する弁済を譲受人に対抗できるものとして、
弁済先を固定したいという債務者の利益の保護を図る
こととしました。二重譲渡がされた場合の制度設計に
ついて、事務当局は、第1の悪意の譲受人より、第 2
の善意無重過失の譲受人や差押え債権者を優先する
考え方を提案していましたが、仮案は、この優先劣後
について、単純な二重譲渡の場合と同様に先に対抗要
件を具備したものが優先する考え方を採用しました。
これは、大阪提案を受け入れたものです。また、譲渡
債権は譲受人に帰属しますが、悪意の譲受人は取立て
ができませんし、債務者が不履行をしても、譲渡人も
取立てができないのでデッドロック状態が生じます。
その対処として、悪意の譲受人は、支払を遅滞してい
る債務者に対して、譲渡人に支払うように催告する権
利を認め、債務者が催告に応じて支払をしなければ、
譲受人は債務者に対して直接取立てができ、債務者は、
もはや履行を拒むことができないという規律が設けら
れました。これも大阪提案によるものです。
二つ目は、法定利率ですが、大阪のバックアップ会

議が作成し部会に提供した資料が、部会の審議の方向
を決定付けたように思います。事務当局は、現在の法
定利率5％は、市場金利の動向に照らして高いことを前
提に、短期の運用金利に連動した完全変動制とする提
案をしていました。具体的には、半年または1年ごとに
見直す、過去1年間の短期貸出金利を基準にその変動
を反映させる、変動する幅は、一定の幅を持たせること
を含みながらも0.1％刻みにするなど、ビビッドな変動
制を想定していました。しかし、その後、法定利率が
変動しても、ある債権に最初に適用される法定利率は

変動しないものとし、自働変動型法定利率制に修正し
ました。しかし、それでも、過去 20年ないし30年の
短期貸出金利の変動状況を前提にこの提案を適用する
と、法定利率が頻繁に変動するために、ある時期に存
在する債権の法定利率の数が多くなり、債権管理の側
面からも不都合であることが明らかとなりました。結局、
要綱仮案は、過去5年間 60ヶ月の短期貸出金利を平
均化して1％単位で変動させる、緩やかな自動変動型
法定利率制を採用しました（第9）。この過去5年間 60
ヶ月平均を基準として1％単位で変動させる考え方は、
大阪の提供した資料に基づくものといえます。大阪案
は、1年ごとの変動も提案しましたが、仮案は3年ごと
になりました。この点は、中間利息控除の割引率に法定
利率を採用した場合、当然に逸失利益の額も変動する
ことになりますが、それが保険実務に与える影響の大き
さも考慮し、3年ごとの見なしになりました。
大阪からは、このほかにも多くの提案や意見が、出
版物または意見書として部会に提出されています。法
務省のホームページに掲載されている外部作成の部会
資料としては、大阪弁護士会の有志意見書が最も多い
のではないかと思います。

3　部会審議について
私も法制審議会の部会審議に参加することは初め

てでした。審議の仕方や取りまとめ方について、何の
事前情報もありませんでした。第1読会は、事務局の
作成した論点ごとの資料について、自由な議論がなさ
れました。そこでは、部会長の性格からか、事務当局
の方針からか、特段取りまとめを急ぐ感じはありませ
んでした。自由な発言が許されるものの、それだけ、審
議は散漫となり、論点も拡散し、意見のいい放しで終
わることも少なくありませんでした。これは、各利害関
係団体のガス抜き期間であったのかも知れません。そ
の結果は、中間的な論点整理として取りまとめられ、パ
ブリックコメントに付されました。それらの意見を参考
に、第 2読会の審議が始まりましたが、民事局長の交
代に伴い、審議は、一挙に加速したように感じました。
いつまでも散漫な議論を続けるのではなく、成案にい
たる可能性のある論点を中心に中間試案の取りまとめ
に向けた審議が強く求められたように感じました。その
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意味するところは、合意に達する見込みのない論点は
落とす、ということです。それでも、中間試案において
は、弁護士会として是非ともこの改正の機会に明文化
したい重要項目については盛り込むことができたよう
に思います。問題は、それが実現したかです。
弁護士会の重要論点は、保証人の保護、約款規制、

不実表示による契約の取消（不実表示の錯誤構成によ
る取消）、民事消滅時効10年間の維持、現代型暴利行
為の明文化、複数契約の解除（無効）、契約締結過程
の情報提供義務、信義則の適用に当たって情報量や交
渉力の格差を考慮する規定の新設などでした。しかし、
これら中間試案に盛り込まれた論点が、第 3読会で
次々と論点落ちをしました。その多くは、法技術的な
理由、濫用の危険、有用性に対する疑問のほかに、反
対意見が強く成案にいたる可能性がないと言う理由に
よるものでした。伝統的に、民事系の法制審議会の部
会審議は全会一致を原則としており、明示的な反対が
あると要綱案として取りまとめをしないようです。実際
には、一部研究者の反対があっても成案にいたる項目
もありますが、経団連、商工会議所、銀行協会、労働
団体の利益を代表している委員が明確に反対すれば、
ほとんどが論点落ちをしたように思います。現代型暴
利行為や情報提供義務が成案に至らなかったのもそう
ですし、約款規制が緩やかな提案となったにもかかわ
らず、8月26日の仮案決定の際にも留保され、審議が
継続することになったのもそのためです。
5年にわたる真剣な審議が、一団体の反対で、成案

に至らないという仕組みは、一方では、法務省の所管
する民事基本法としての性格を考慮すれば、保守的に、
かつ慎重に法改正を行うことになることから一定の合
理性は否定できませんが、他方で、契約当事者間の
様々な利害を調整し合理的なルールを定める民法改
正において、一つの団体の利益を代表する委員が反対
することにより、それまでの審議が全て葬り去られるよ
うな結果を招来させることが、立法作業として正当化
できるのか疑問を感じました。
また、終盤、要綱仮案のたたき台についての審議も
大詰めになり、最後の部会資料 83の段階に至ってから、
突然、いくつかの提案、それもわかりやすい民法を目
指して定義を明らかにした提案や、例外から規定する

のではなく、原則を明らかにする提案などが削除され
ました。それはもっぱら法制上の理由と説明されてい
ますが、当初の民法改正の一つの理念で、諮問の中で
も求められていた、わかりやすい民法にしようする改
正の方向性に矛盾するというほかありません。それは、
改正民法も内閣提出法案となることから、内閣内部で
の調整の結果生じたようですが、これも5年にわたる
審議を無意味にしかねないように思います。

4　これからの課題
5年近くの審議を経て、要綱仮案が決定しました。こ

の仮案をもとに改正民法の条文化が進みます。今後、な
お約款規制が継続して審議されますが、論点落ちにせ
ずに審議継続としたことは、事務当局も成案にいたる
可能性があると判断したことによるものと思います。是
非とも、成案に至るようにしたいと思います。
また、重要な課題として、改正民法の適用問題があ

ります。B型肝炎訴訟等の代理人である弁護士有志か
ら貴重な意見書が提出されています。それは、不法行
為の20年の期間制限を除斥期間から時効に改正する
提案がなされていますが、改正民法が成立した時は、過
去に発生した不法行為債権にも遡及適用されるべき
であるという意見です。施行後の不法行為債権にのみ
適用されるとすれば、改正法の実質的効果は、今から
20年後にしか生じないことになりますが、それは改正
の趣旨に反します。少なくとも、施行時において20年
が経過していない不法行為債権については、新民法が
適用されるべきであるように思われます。かかる論点
を典型として、改正民法の適用関係について、個別条
文ごとに精査する必要がありそうです。
さらに、要綱仮案を前提とした場合の条文の配列が

どうなるのか。例えば、債務不履行と解除を、債権総
則と契約総則に分けておくのか、415条や 709条の条
文番号を変えるのか。
今後、早ければ 11月以降に部会を再開し、これら
論点について補充的な審議を予定しています。今後も
大阪弁護士会の会員の皆様から御意見を伺い、より良
い民法に改正されるように残された部会審議に反映さ
せていきたいと思います。
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第1　公序良俗（民法第90条関係）［文責：林 邦彦］

要綱仮案
公の秩序又は善良の風俗に反する法律行為は、無効とする。

1　現行法の「事項を目的とする」との文言を削除
するものです。公序良俗違反の判断には諸般の事
情を考慮していることに配慮するものです。

2　暴利行為については、高齢化社会の進展を見据
えて導入が議論されておりましたが、反対意見も
強かったことから、明文化は見送られました。

第2　意思能力［文責：林 邦彦］

要綱仮案
法律行為の当事者が意思表示をした時に意思能力を
有しないときは、その法律行為は、無効とする。

無効構成で明文化します。意思能力の定義は、解釈
にゆだねられます。

第3　意思表示［文責：林 邦彦］

1　心裡留保（民法第93条関係）
⑴ 現行 93 条を維持しつつ、「表意者の真意」を「表
意者の真意ではないこと」に表現を改めます。

⑵ 現行法では心裡留保の第三者保護規定はなく、
解釈上 94 条 2 項類推適用により補っていたとこ
ろ、善意の第三者には対抗できない旨の第三者保
護規定が明文化されます。

2　錯誤（民法第95条関係）［文責：林 邦彦］
⑴ 錯誤の効果－取消構成
現行法における錯誤の効果は無効ですが、解釈上

表意者のみから主張できる相対的無効であり、それ
故、詐欺との二重効の問題もありました。こうした
点に鑑み、取消構成に改正されます。

⑵ 要素の錯誤の要件［文責：林 邦彦］
要素の錯誤の要件は、現行 95条では文言上不明
確なものの、判例を踏まえ、主観的因果性及び客観
的重要性を要とすると解釈されています。中間試案

においても「表意者がその真意と異なることを知っ
ていたとすれば表意者はその意思表示をせず、かつ、
通常人であってもその意思表示をしなかったであろ
う」場合とされていました。
そして、第 3読会を経て、要綱仮案では、通常の
表示錯誤を、「意思表示に対応する意思を欠く」錯誤
とした上で、要素の錯誤の要件を判例を明文化する
うものとして、かかる「錯誤に基づくものであって、
その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念に
照らして重要なものであるとき」としています。

⑶ 動機の錯誤の要件［文責：林 邦彦］
錯誤が問題になるのは動機の錯誤が大半であるの

に、その要件が文言上明らかでないことから、動機の
錯誤が明文化されます。動機の錯誤とは、前提となる
事実の錯誤であり「事実錯誤」と整理されることもあ
りました。この点、要綱仮案では、「表意者が法律行
為の基礎とした事情についてのその認識が真実に反
する」錯誤としています。
動機の錯誤の要件は、判例の定式は「動機が表示

され、法律行為の内容となったとき」としています。
この点は、表示は黙示でも足りること、表示の有無
を重視していない裁判例もあることから、中間試案
では「法律行為の内容になっているとき」を要件と
していました。
しかしながら、第3読会では、「法律行為の内容に
なったとき」が不明確であり、判例の定式の表示を
重視すべきであるとの意見もあったことから、要綱仮
案では、判例の定式をより明確に規定することを企
図して、動機の錯誤による意思表示の取消しは、「当
該事情が法律行為の基礎とされていることが表示され
ていたときに限り」することができるとされました。

⑷ 重過失がある場合とその例外［文責：林 邦彦］
表意者に錯誤について重過失がある場合は、錯誤

による取消はできないとされ、その範囲では、現行
法は維持されます。
さらに、かかる場合の例外については、解釈上問
題となっていましたが、相手方に悪意又は重過失が
ある場合、表意者と相手方が同一の錯誤に陥ってい
た場合には、表意者に重過失があっても、錯誤取消
の主張できることが明文化されます。
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なお、かかる例外として、解釈上は、相手方が錯
誤を惹起した場合も加えられることもありますが、
下記のとおり、不実表示に関して相手方が錯誤を惹
起した場合が議論され、その後、論点落ちした経緯
もあって、かかる重過失ある場合の例外からも落ち
ています。

⑸ 第三者保護規定［文責：林 邦彦］
現行法では錯誤については、第三者保護規定がな

く、96条 3項の類推適用により解釈で補っていまし
たが、錯誤取消は善意無過失の第三者に対抗できな
いとして、第三者保護規定が設けられます。

⑹ 相手方の行為による錯誤（不実表示）［文責：上田 純］
動機の錯誤（前記⑶）について、相手方の行為に

よって当該錯誤が生じた場合には、表示要件（前記
⑶）を満たさないときであっても、重要性要件（前
記⑵）等の他の要件を満たせば、意思表示の取消し
を認めるという規律が最後まで検討されましたが、
最終的に取り上げられませんでした。相手方は自ら
誤った事実を表示する等の行為により表意者の錯
誤を引き起こした以上、その意思表示の取消しとい
う結果を受忍するのもやむを得ないことから、誤認
のリスクを相手方に転嫁できるという考え方に基づ
くもので、今回の債権法改正の目玉の一つでした。
取り上げられなかった理由としては、意見の対立

が解消されていないことが最大の理由です。例えば、
賛成の立場からは、裁判例の中には相手方の行為に
よって錯誤が生じたことを考慮して錯誤の無効を判
断したものがあるとの指摘があった一方で、反対の
立場からは、それを考慮して内容化要件又は表示要
件（前記⑶）の有無を判断することは否定しないも
のの、同要件につき判断を経ることなく錯誤による
取消しを認めると、重要性要件（前記⑵）による絞
りをかけるとしても、錯誤取消しの範囲が広がり過
ぎるとの意見がありました。
また、相手方の誤った表示等により表意者に錯誤
が生じ、その錯誤を前提として表意者が意思表示を
し、そのことを相手方も当然の前提と認識していた
場合には、表示要件（前記⑶）を満たすと評価する
ことも可能との考えも考慮されたようです。

3　詐欺（民法第96条関係）［文責：上田 純］
詐欺については、現行法と比べ、2点変更されました。

1点目ですが、第三者による詐欺の場合（96条 2項）、
相手方がその事実を知っていたときに加え、知ることが
できたときも取消し可能としました。2点目ですが、第
三者の保護要件（96条 3項）につき、判例と異なり、善
意に加え、無過失まで要求することにしました。

4　意思表示の効力発生時期等（民法第97条関係） 
［文責：阪上武仁］

⑴ア 　現行 97条 1項の到達主義については、「隔地
者」が「相手方」に改められました。
イ　到達主義は、隔地者間ではなく、対話者間でも
適用されることから、その旨を明確したものです。

⑵ 要綱仮案
相手方が正当な理由なく意思表示の通知が到達す
ることを妨げたときは、その意思表示の通知は、そ
の通知が通常到達すべきであった時に到達したも
のとみなす。

意思表示の相手方が、容易に意思表示を受領する
ことができるにもかかわらず、正当な理由なく意思
表示を受領しないことがあることに鑑み、意思表示
の到達を擬制する条文が新設されました。

⑶ア 　現行 97条 2項は、「隔地者に対する意思表示」
が「意思表示」に、行為能力を「喪失」が「制
限」にそれぞれ改められ、「意思能力を喪失し」と
いう文言が付加されました。
イ　上記⑴と同様に隔地者間でなくても適用がある
こと、及び意思表示の到達に権利能力や行為能力
は必要ないという現行97条2項の趣旨は意思能力
の喪失及び行為能力の制限の場合にも妥当するこ
とから、現行法の規律を改めたものです。

5　意思表示の受領能力（民法第98条の2関係） 
［文責：阪上武仁］

⑴ 現行 98条の2の規定に加え、「意思表示の相手方
がその意思表示を受けた時に意思能力を有しない
状態であったときは、その意思表示をもってその相
手方に対抗することができない。ただし、その法定
代理人がその意思表示を知った後又は意思能力を
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回復した相手方がその意思表示を知った後は、この
限りでない。」との規定が付加されました。

⑵ 現行 98条の 2に、表意者が意思無能力であった
場合の意思表示の受領能力についての規定を付加
したものです。

第4　代理

1　代理行為の瑕疵－原則（民法第101条第1項関係）
［文責：阪上武仁］

要綱仮案
⑴　代理人が相手方に対してした意思表示の効力が意思の
不存在、詐欺、強迫又はある事情を知っていたこと若しくは知
らなかったことにつき過失があったことによって影響を受け
るべき場合には、その事実の有無は、代理人について決する
ものとする。
⑵　相手方が代理人に対してした意思表示の効力が、意思表
示を受けた者がある事情を知っていたこと又は知らなかった
ことにつき過失があったことによって影響を受けるべき場合
には、その事実の有無は、代理人について決するものとする。

代理人が詐欺等をしたときの相手方の意思表示に
ついては、101条 1項の規定の適用がないことを明確
にするものです。

2　代理行為の瑕疵－例外（民法第101条第2項関係）
［文責：阪上武仁］

⑴ 現行 101 条 2項の規定から「本人の指図に従っ
て」の文言が削除されました。

⑵ 特定の法律行為の委託があれば、本人の指図があ
ったことは要件としないという判例法理（大判明治41
年 6月10日民録14輯 665頁）を明確にするものです。

3　代理人の行為能力（民法第102条関係）［文責：阪上武仁］

要綱仮案
制限行為能力者が代理人としてした行為は、行為能力の
制限によっては取り消すことができない。ただし、制限行
為能力者が他の制限行為能力者の法定代理人としてし
た行為については、この限りでない。

現行102条の規律を原則としつつ、制限行為能力者
が他の制限行為能力者の法定代理人として行った代
理行為を例外とすることについて規定したものです。
この例外に合わせて、被保佐人がその保佐人の同意を

得なければならない行為について民法13条 1項が、取
消権者について民法120条 1項が改正されます。

4　復代理人を選任した任意代理人の責任（民法第
105条関係）［文責：阪上武仁］

要綱仮案
民法第105条を削除するものとする。

民法105条が削除されることで、任意代理人が復代
理人を選任したときには、その選任監督についての責
任のみならず、復代理人の行為であっても債務不履行
の一般原則通りの責任を負うことになります。

5　自己契約及び双方代理等（民法第108条関係） 
［文責：林 邦彦］

⑴ 自己契約及び双方代理については、「代理権を有し
ない者がした行為とみなす」として、無権代理であ
ることを明らかにします。

⑵ 「ただし、債務の履行及び本人があらかじめ許諾
した行為については、この限りでないこと」は、現
行108条ただし書を維持します。

⑶ 自己契約、双方代理に該当しない利益相反行為に
ついては、現行法では解釈上108条の規律が及ぶと
されているところ、これを明文化して「代理権を有
しない者がした行為とみなす」として無権代理行為
とみなされます。

6　代理権の濫用［文責：林 邦彦］

要綱仮案
代理人が自己又は第三者の利益を図る目的で代理権の
範囲内の行為をした場合において、相手方が当該目的を
知り、又は知ることができたときは、当該行為は、代理権
を有しない者がした行為とみなす。

代理権濫用の場合は、代理人が代理権の範囲内で行
為する場合であり、原則としては有効な代理行為とし
て本人に効果帰属することを前提として、相手方が代
理権濫用の目的について悪意又は過失の場合の例外
を明文化します。かかる例外の要件は現行の最高裁判
例（93条ただし書類推説）と同じですが、その効果に
つき代理権を有しない者がした行為とみなして、無権
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代理行為とする点が異なります。

7　代理権授与の表示による表見代理（民法第109条
関係）［文責：林 邦彦］

⑴ 現行 109 条は維持しつつ、110 条との重畳適用
の場合が明文化されます。
その際の規定の仕方としては、下記のとおり、109
条の規定に、代理権の範囲外の行為をした場合の正
当理由の要件を加える形で規定されます。

要綱仮案
第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は、
その代理権の範囲内においてその他人が第三者との間で
行為をしたとすれば⑴［民法第109条の場合（筆者加筆）］に
よりその責任を負うべき場合において、その他人が第三者
との間でその代理権の範囲外の行為をしたときは、第三者
がその他人の代理権があると信ずべき正当な理由があると
きに限り、当該行為について、その責任を負う。

⑵ なお、110 条については、変更はありません。

8　代理権消滅後の表見代理（民法第112条関係） 
［文責：林 邦彦］

⑴ 現行112条を整備し、第三者の善意の対象を「代
理権の消滅の事実を知らなかったこと」とします。

⑵ さらに、109条の場合と同様、110条のとの重畳適
用の場合を明文化します。その際の規定ぶりも同様
で、代理権消滅後の表見代理の規定に、代理権の範
囲外の行為をした場合の正当理由の要件を加える
形で規定されます。

9　無権代理人の責任（民法第117条関係）［文責：阪上武仁］

要綱仮案
⑴　他人の代理人として契約をした者は、自己の代理権を
証明したとき、又は本人の追認を得たときを除き、相手方
の選択に従い、相手方に対して履行又は損害賠償の責任
を負う。
⑵　⑴は、次のいずれかに該当するときは、適用しない。
ア　他人の代理人として契約をした者が代理権を有しな
いことを相手方が知っていたとき。

イ　他人の代理人として契約をした者が代理権を有しな
いことを相手方が過失によって知らなかったとき。ただ
し、他人の代理人として契約をした者が自己に代理権
がないことを知っていたときは、この限りでない。

ウ　他人の代理人として契約をした者が行為能力を有し
なかったとき。

無権代理人が責任を負う場面について、現行117条
の規律では、相手方が無権代理人の代理権の不存在に
ついて悪意又は有過失の場合に相手方は保護されな
いところ、相手方が有過失であっても、無権代理人が
悪意の場合には保護されることになりました。

第5　無効及び取消し［文責：奥津 周］

1　法律行為が無効である場合又は取り消された場合
の効果
法律行為に基づく履行として給付がされたが、その
法律行為が無効であるか取り消された場合の返還請
求権の範囲について、民法 703条、704条の特則とし
ての規定が設けられることになりました。 具体的な内
容は次のとおりです。
⑴ 無効な行為に基づく債務の履行として給付を受
けた者は、相手方を現状に復させる義務を負う。

⑵ ⑴にかかわらず、無効な無償行為に基づく債務
の履行として給付を受けた者は、給付を受けた当
時その行為が無効であることを知らなかったとき
は、その行為によって現に利益を受けている限度
において返還の義務を負う。

⑶ ⑴にかかわらず、行為のときに意思能力を有し
なかった者は、その行為によって現に利益を受け
ている限度において返還の義務を負う。
⑴は、法律行為が無効・取消となった場合につい

て、現行 545条 1項と同じ規律が設けられています。
⑵は、⑴の特則で、無償行為の場合に返還義務の範
囲を現存利益に限定するものです。ただし、有償行
為の場合でも、給付受領者が詐欺、強迫を受けて取
り消した場合などは返還義務の範囲を限定すること
も考えられますが、このあたりは解釈に委ねられて
います。⑶は、現行民法121条ただし書を意思無能
力の場合にも適用するものです。

2　追認の効果（民法第122条関係）
現行122条ただし書は、取り消しうる行為の追認に

ついて、「追認によって第三者の権利を害することはで
きない。」という規定ですが、取り消されるまでは有効
なのであり、追認によって害される第三者は想定され
ないため、これは削除するものとしています。
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3　取り消すことができる行為の追認（民法第124条関係）
⑴ 現行 124 条 1項は、取り消すことができる行為の
追認の要件として、取消しの原因となっていた状況
が消滅していることを規定していますが、要綱仮案
では、これに加えて取消権の存在を知っていること
も要件とするものとされています。判例上も、追認
は、取消権の放棄を意味することから、取消権の存
在を知っていることが要件とされており、この法理
を明文化するものです。

⑵ 一方、法定追認について、現在の判例上は、取消
権の存在を知っていることは必要とされていませ
ん。しかし、明示的な追認の場合と整合的ではない
ことから、124 条 1 項を上記のように改正し、125
条を改正しないことで、法定追認についても、取消
権の存在を知っていることが要件とされています。

⑶ 成年被後見人以外の制限行為能力者が、法定代
理人、保佐人又は補助人の同意を得て追認をする
ことができるのか、またこの場合に124 条 1項の適
用があるのかについて、解釈上の疑義がありました。
これについては、制限行為能力者も、法定代理人、
保佐人または補助人の同意を得て追認することが
でき、この場合は、取消しの原因となった状況が消
滅していることは必要ないことが明文化されるこ
とになりました。なお、この場合も、追認は取消権
の放棄である以上、取消権の存在を知っていること
は要件として必要です。

第6　条件及び期限［文責：山形康郎］

1　効力始期の新設

効力始期について、次のような規律を設けるものとする。
ア　法律行為に効力始期を付したときは、その法律行為
の効力は、期限が到来した時から生ずる。

イ　民法第128条及び第129条の規定は、効力始期につ
いて準用する。

現行法で「期限」とは将来発生することの確実な事
実の発生に法律行為の効力等をかからしめる特約で
あるとし、法律行為の履行に関し、期限の到来まで請
求をすることができないとするものを「始期」として

います（民法 135 条 1項参照）が、法律行為の効力
に関し、期限の到来時に効力を発生させる特約につい
ては特に定めていません。そこで、期限に関する規律
をより明確化する観点から、効力の始期に関する規定
を整備し、「効力始期」を新設し、法律行為の効力が
期限到来時から生じるということを明記することとし
ました。
また、条件成否未定の間における規律を定めた民法
128条や129条について、「効力始期」付の法律行為に
おいてこれが未到来の場合にも同じ規律を設ける必要
があることから、その準用規定を置くこととしました。

2　期限の概念の整理

民法第135条第1項の規律を次のように改めるものとする。
法律行為に請求始期を付したときは、その法律行為の履行
は、期限が到来するまで、これを請求することができない。

「効力始期」を定めることに伴い、従来の期限に関
する条項で定めていた「始期」を「請求始期」と定め、
「効力始期」との差を明瞭にしました。そして「請求
始期」が到来するまで履行の請求ができないことを明
記することとしました。

3　不正な条件成就

不正な条件成就について、次のような規律を設けるもの
とする。
条件が成就することによって利益を受ける当事者が不正
にその条件の成就を実現させたときは、相手方は、その
条件が成就しなかったものとみなすことができる。

民法 130 条は、条件の成就によって不利益を受ける
当事者が故意にその条件の成就を妨げたときは、相手
方の保護を図るため、相手方は条件が成就したものと
みなすことができるとしていますが、反対に、条件の
成就によって利益を受ける当事者が当事者間で想定
されていないような方法を使って条件の成就をさせ
た事例についての規定は存在しません。
この点、民法 130 条を類推し、条件成就によって利
益を受ける当事者が故意にその条件を成就させたと
きには、相手方は条件が成就しなかったものとみなす
ことができるとする判例法理（最判平 6・5・31民集
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48-4-1029）がありますので、これを明文化することと
しました。
なお、ここで「故意に」というのは、条件を付した
趣旨に反するような信義則に反する方法で、という意
を含意しており（例えば、入試に合格したならば時計
を与えるといった条件付の贈与契約が締結された場
合において、努力をして合格したような場合は該当し
ない）、これを明確にするため、「不正に」とされまし
た。なお、要綱仮案では、民法 130 条の故意による条
件成就妨害のケースについて特段の規定がなされて
いませんが、こちらも同様に「不正」の要件を入れた
判断がされることになると考えられます。

第7　消滅時効⑴［文責：山形康郎］

1　債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算
点（職業別短期消滅時効の廃止）

要綱仮案
⑴ 債権は、次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、時効によって消滅する。
① 債権者が権利を行使することができることを知った時
から5年間行使しないとき。
② 権利を行使することができる時から10年間行使しな
いとき。
注） この改正に伴い、商法第522条を削除するものとする。

⑵ 民法第170条から第174条まで（職業別の短期消滅
時効等）を削除するものとする。

債権の消滅時効については、法制審においても多く
の議論がなされてきました。
具体的には、①権利を行使することができる時から

一律 5年間とする考え方、②時効期間の起算点につい
て権利行使できる時（客観的起算点）と権利行使でき
ることを知った時（主観的起算点）に分けて2元的に
考える考え方、③現行法の考え方を維持しつつ、事業
者間の債権や事業者・消費者間の債権について時効期
間の特則を設ける考え方などです。
こうした議論を踏まえ、最終的な原則的な時効期間

と起算点の規律が上記のとおり定められました。これ
は、上記②の考え方をベースに、主観的起算点からの
時効期間を5年間と比較的長期に定める考え方です。
大弁からは、現行法から極端に期間の短縮化を図るこ
とや、市民間の債権で十分に期間の保護を受けるべき

ものについても幅広く短期化を図ることに対する懸念
を考慮して、これまで、上記③の見解を提案してきま
したが、これらの見解にも配慮した結果、上記の考え
方に至ったものと理解しています。
ここで、主観的起算点を意味する「権利を行使する
ことができること及び債務者を知った時」については、
債務者に対する権利行使が事実上可能な状況のもと
において、債権者がその請求が可能な程度にこれらを
知った時を意味し、例えば、安全配慮義務違反に基づ
く損害賠償請求権であれば、一般人ならば安全配慮義
務違反に基づく損害賠償請求権を行使し得ると判断
するに足りる基礎事実を債権者が現実に認識した時点
を指すと考えられる、と法制審資料などでは説明がさ
れています。
また、併せて職業別の短期消滅時効の制度が廃止さ
れ、商法 522条も廃止されることになります。これは、
時代の変化によって職業や契約内容が多様化し、列挙
されたものに隣接する類型の職種等が生じたことによ
り、短期消滅時効の適用を受ける債権であるか否かの
判断が困難となっているという問題があったことと、そ
もそもこれらの区分と期間との関係についての合理性
に疑問があるという問題があったためです。
取引から生じる債権のうち主たる給付に関するもの

については、主観的起算点と客観的起算点は一致する
と考えられますので、時効期間は支払日から5年に統
一されることになります。
なお、一般市民間の金銭の貸借など、支払期日の到
来とともに、主観的起算点も到来することが認められ
る債権については、これまでの10年から5年へと時効
期間が短縮化されることになりますので、十分な留意
が必要となります。

2　不法行為による損害賠償請求権の消滅時効（民法
第724条関係）

要綱仮案
不法行為による損害賠償の請求権は、次に掲げる場合
のいずれかに該当するときは、時効によって消滅する。
⑴　被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知
った時から3年間行使しないとき。
⑵　不法行為の時から20年間行使しないとき。
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不法行為による損害賠償請求権の消滅時効につい
ては、民法 724 条において規律され、特に不法行為
の時から 20 年の経過による消滅を定める後段につ
いては、判例法理は、除斥期間であると示してきた
ところでした（最判平成元年 12 月 21 日民集 43 巻
12 号 2209 頁）。除斥期間と考える場合、消滅時効と
異なり、一般に、中断や停止がなく、また、当事者
の援用がなくても裁判所がその適用を判断すること
ができるため、援用が信義則違反や権利濫用にあた
るとされることはないと考えられています（前掲平
成元年最判参照）。これを前提とすれば、除斥期間の
場合は、信義則違反や権利濫用の主張は失当となり、
被害者の側にいかなる権利行使上の困難があっても
不法行為の時から 20 年の経過によって損害賠償請
求権が消滅し、著しく正義・公平の理念に反し、被
害者にとって酷な結論となる場合があり得るという
問題がありました。
このため、時効の停止に関する法意に照らすなど
して除斥期間の効果が生じないと構成することで、
救済を図る裁判例なども現れました（最判平成 10年
6 月 12 日民集 52 巻 4 号 1087 頁・最判平成 21 年 4
月 28 日民集 63 巻 4 号 853 頁）。もっとも、最判平
成 21 年判決などでは、724 条後段について、時効期
間を定めたものと解するべきであり、そのように解
しても不法行為法の体系に特段の支障を及ぼすとは
認められないとの田原裁判官の意見も付されていま
した。
こうした意見も踏まえ、不法行為から 20年の経過
による消滅についても、「時効によって消滅する。」
と明確に改めることによって、従来の 724 条後段に
ついても、客観的起算点からの時効期間を定めたも
のであることが明確にされることになりました。
これによって、不法行為時から 20年が経過した後
に被害者（やその遺族など）が被害の事実を知るな
どして、救済が困難とされてきた場合であっても、時
効の援用に対する信義則違反や権利濫用を認めたり、
時効障害事由の存在を適切に認めたりして、被害者
の救済を図りやすくなることが想定されます。

3　生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効

要綱仮案
人の生命又は身体の侵害による損害賠償の請求権につ
いて、次のような規律を設けるものとする。
⑴　被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知
った時から5年間行使しないとき。
⑵　権利を行使することができる時から20年間行使し
ないとき。

生命・身体の侵害による損害賠償請求権について
は、その法益の重要性に鑑みて、権利行使の機会を
保護するため、時効期間について長期化の特則が認
められることになります。
この規律は、債務不履行に基づく損害賠償請求権
にも、不法行為に基づく損害賠償請求権にも共通し
て及ぶものです。不法行為の場合には、主観的起算
点からの時効期間が通常 3年のものが 5年になる点
で長期化が図られます。一方、債務不履行に基づく
場合には、主観的起算点からの時効期間は債務不履
行における原則期間の 5年と同じですが、客観的起
算点からの時効期間は 20年となり、長期化が図られ
ています。
この点、労働契約上の安全配慮義務違反に基づく
請求や医療過誤に基づく請求を行う場合などを想定
した場合、現行法においては 10年間行使が可能であ
ることと比較すれば、期間は短縮されていることに
なります。
しかし、現実的な権利行使の機会は 5年間保護さ
れていることや、被害者が権利行使の具体的な可能
性を知った後、時効中断の措置をとることができな
い状況が 5年以上継続することは実際上それほど多
くはないと考えられることから、時効期間が短期化
する場合が生ずることによる実質的な弊害はそれほ
ど大きくないとの判断のもとこのような結論に至り
ました。被害等が顕在化しないまま20年近く経過し
たケースであっても保護されることになりますので、
保護範囲はより広がったものと評価されます。
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4　時効の効果

要綱仮案
消滅時効について、民法第145条の規律を次のように改
めるものとする。
時効は、当事者（消滅時効にあっては、保証人、物上保証
人、第三取得者その他権利の消滅について正当な利益
を有する者を含む。）が援用しなければ、裁判所がこれに
よって裁判をすることができない。

現行145条は、時効の援用権者を「当事者」と規定
していますが、具体的にどのような者が「当事者」に該
当するのかは条文の文言から明らかではありません。
判例は、「当事者」について、「権利の消滅により直接
利益を受ける者」であるとした上で（最判昭和48年 12
月14日民集 27巻 11号 1586 頁）、保証人、連帯保証
人、物上保証人、抵当不動産の第三取得者、売買予約
の仮登記に後れる抵当権者、仮登記担保の設定された
不動産の第三取得者、詐害行為の受益者などが「当事
者」に該当すると判断し、一般債権者、後順位抵当権
者などは「当事者」に該当しないと判断しています。
このように、判例は、消滅時効を援用することができ
る「当事者」に、保証人や物上保証人など、一定の第
三者が含まれることを認めているものの、「当事者」とい
う文言からこのことを読み取るのは困難ですので、一定
の第三者が含まれることを条文上明らかにすることが
示されています。
また、判例は、援用権者にあたるか否かの判断におい
て、「権利の消滅につき直接利益を受ける者」という基準
を用いていますが、学説上は、判例がいう「直接」と「間
接」の実質的な判断要素は明らかでなく、判例の基準は
有効に機能していないとの批判があることなども踏まえ、
時効の援用権者の範囲を示す用語として、「正当な利益
を有する者」という文言を用いることとしています。

消滅時効⑵［文責：新宅正人］

1　時効障害事由の再構成
現行法は、時効障害事由として、時効期間の経過が

リセットされて新たな時効期間が進行する時効の中断
（民法147条以下）と、時効完成間際に特定の事由が生
じた場合に一定期間時効が完成しない時効の停止（民
法158条から民法161条）を定めています。
しかし、「中断」の通常の言葉の意味と法律効果とが
異なるということが指摘されてきました。また、一定の
事由により時効が中断すると規定しながら、手続が途中
で終了した場合には遡って時効中断の効力が生じない
とされたり（民法149条から152条、154条）、判例上
認められている裁判上の催告が法文からは読み取れず、
また、裁判上の催告の範囲が不明確であるという問題が
ありました。
そこで、要綱仮案は、用語と時効障害の効果とが合
致するよう、現行法の時効の停止を「時効の完成猶予」
と、時効の中断を「時効の更新」と改めています。
その上で、現行法の中断事由を再構成して、即時に
効力が生じる承認を除き、一定の手続を取ることを完成
猶予事由とし、手続が終了することを更新事由として時
効障害事由を分類し直しています。
なお、法制審において検討されていた、一定の事由

により一時的に時効の進行が止まり、当該事由の消滅に
よって残りの時効期間が再スタートする新たな時効障
害事由のカテゴリーは採用されませんでした。

2　現行法からの変更点
⑴ 完成猶予事由・更新事由
従来の停止事由（民法 158 条ないし 161 条）に
加え、催告や訴えの提起、強制執行又は仮差押え

時効の更新 

時効の完成猶予
更新事由（権利の確定、強制執行の終了）

完成猶予事由の終了
（裁判上の請求・強制執行等の取下げなどによる終了、保全手続の終了）

新たな時効の進行
完成猶予事由

（裁判上の請求等や強制執行の申立）

（本来の時効期間）

完成猶予事由

完成猶予

完成猶予
（原則6か月後まで）

（本来の時効期間）
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の申立てがあった場合も、時効の完成猶予効が生じ
ることとしています。また、新たに、協議の合意に
よる時効完成猶予が定められました（後記3）。
そして、確定判決等によって権利が確定した場合、
強制執行手続が終了した場合（取下げ、取消しの
場合を除く）、承認があった場合には、更新の効力
が生じるとされました。
なお、催告は完成猶予事由と整理されましたが、
再度の催告や催告後の協議、協議後の催告によっ
て、完成猶予効が重ねて生じることはないとされて
います。

⑵ 強制執行・保全手続の整理
現行法は、中断事由の一つとして「差押え」（民

法 147 条 2号）と定めていますが、差押えを経ない
強制執行や、その他の民事執行手続も時効障害事
由となることを明確化しました。具体的に明記され
ることになったのは、強制執行、担保権の実行、形
式競売（民事執行法第 195条）、財産開示手続（民
事執行法第 196 条）です。
他方、仮差押え及び仮処分（同号）は、現行法

上中断事由とされていますが、保全手続が暫定的手
続に過ぎないことから、完成猶予事由にしかすぎな
いものとされ、当該事由が終了した時から6箇月を
経過するまでの間は、時効は完成しない、とされる
ことになりました。

⑶ 天災等による時効障害
現行法は、天災等による停止の期間を2週間とし

ていますが（民法 161 条）、短期に過ぎることから、
完成猶予期間を3か月間としました。

3　新たな時効障害事由（協議の合意）

要綱仮案
ア　当事者間で権利に関する協議を行う旨の書面によ
る合意があったときは、次に掲げる時のいずれか早い
時までの間は、時効は、完成しない。
ア　上記合意があった時から1年を経過した時
イ　上記合意において当事者が協議を行う期間（1年
に満たないものに限る。）を定めたときは、その期間
を経過した時
ウ　当事者の一方が相手方に対して協議の続行を拒
絶する旨の書面による通知をした時から6箇月を経
過した時

イ　アの合意又は通知がその内容を記録した電磁的記
録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって
は認識することができない方式で作られる記録であっ
て、電子計算機による情報処理の用に供されるものを
いう。以下同じ。）によってされたときは、その合意又は
通知は、書面によってされたものとみなす。

ウ　当事者は、アの規定によって時効の完成が猶予され
ている間に、改めてアの合意をすることができる。ただ
し、アの規定によって時効の完成が猶予されなかった
とすれば時効期間が満了すべき時から通じて5年を超
えることができない。
エ　催告によって時効の完成が猶予されている間に行
われたアの合意は、時効の完成猶予の効力を有しな
い。アの規定によって時効の完成が猶予されている間
に行われた催告についても、同様とする。

協議継続中は、権利者が他の時効完成のための措置
を取っていないとしても権利行使を怠っているとはい
えません。また、義務者にも、権利者が他の強硬な措
置を取らないことに対する期待があり、これを尊重す
べきであるといえます。
そこで、要綱仮案は、新たに、協議の合意がある場
合には、時効の完成が猶予されることとしました。

協議中の拒絶通知

なし あり

協
議
期
間
の
定
め

なし 合意から1年
次のいずれか早い方
　合意から1年
　拒絶通知から6か月

あり 期
間

1年以上 合意から1年
次のいずれか早い方
　合意から1年
　拒絶通知から6か月

1年未満 協議期間経過時
次のいずれか早い方
　協議期間経過時
　拒絶通知から6か月
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ただし、協議の合意の範囲を明確化するため、書面
による合意を要件としています。
猶予期間は、合意から1年（当事者がそれよりも短

い期間を定めた場合はその期間）又は文書による協議
の進行を拒絶する旨の通知から6か月のいずれか早い
方とされています。
なお、協議の合意による猶予期間中に改めて協議の
合意をすることにより、再度時効の完成を猶予させる
ことができますが、本来の時効期間満了時から5年が
限度とされています。協議による合意と催告との関係
は、前記2⑴のとおりです。
消滅時効期間が短縮されることもあり、債権者と債
務者が交渉を始める時点で時効が間際に迫っている
事案が増えることが予想されます。したがって、交渉
開始にあたって、書面による協議の合意を行い、時効
の完成を猶予させるかどうかが、債権者、債務者とも
に重要な意味を持ってくるものと考えられます。

第8　法定利率［文責：福本洋一］

1　要綱仮案の概要
民法404条の法定利率に関し、①変動制による法定
利率（法定利率を当初年 3％として3年毎に一定の基準
で見直すルール）、②商事法定利率の廃止、③金銭債
務の損害賠償額の算定に関する特則（利率を固定する
基準時）、④中間利息控除が提案されています。

2　変動制による法定利率
⑴ 変動制の意義
当委員会は、固定利率制による利息計算の簡便さ・
変動制を適切に運用するためのコストの低減の観点
から、法定利率の変動制の導入には一貫して反対の
立場をとって参りました。
要綱仮案では、中間試案から引き続いて「変動制

による法定利率」と題していますが、中間試案と異な
り、元本債権が存続している間に法定利率が変更さ
れても、当該利息が生じた最初の時点における法定
利率によることになり、当該債権に適用される法定利
率は変更されない立場を前提としています。
したがって、個別の事案においては、法定利率が
変更されたとしても、当初の法定利率が適用されるた

め、実質的には固定制を維持するに至ったということ
ができます。
法定利率が現実に機能し適用される場面、すなわ

ち、遅延損害金の利率や不当利得に関する悪意の受
益者に対する利息請求権（過払金返還請求等）の利
率としての適用場面において、現在の固定制による利
息計算の簡便さというメリットは維持されることにな
りました。
⑵ 変動制に対する当委員会の意見
当委員会は、仮に変動制を採用する場合において

も、頻繁な法定利率の変更を避け、利率の変更が市
場金利に大幅な変動が生じた場合に限られるように
意見を述べてきました。
そのような観点から、法制審議会民法（債権関係）
部会第83回会議において、当初は、過去12ヶ月間
の短期プライムレートの利率の平均値に0.5％以上の
差が生じれば 0.5％単位で変動させるという基準で、
毎年見直しを実施する提案が考えれていたところ、当
職にて、当該提案によった場合には1970年以降の短
期プライムレートを前提として変更回数を算定すれ
ば15回を超えることを示すグラフを提出しました。
また、当委員会第1部会の部会長である稲田正毅
会員と当職にて、1970年以降の短期プライムレート
の利率の実際の利率の変遷を前提に、見直しの頻度
（毎年、2、3、5年毎）、変更を行う利率の変動幅（1
％か 0.5％か）、変動単位（1％か 0.5％か）及び比較
に用いる指標とすべき金利の期間（1、2、3、5、10
年平均）を組み合わせて、それぞれの変更回数と市
場金利との乖離率を算定し、法制審議会民法（債権
関係）部会第87回会議において、20パターンの法定
利率の変動シュミレーションを提出しました。それに
よって、短期プライムレートの過去5年間の各月の平
均を基準割合として、1％以上の変動が生じた場合に
1％単位で変動させれば、毎年見直したとしても1975
年から現在までの約30年間以上でも4回しか変動せ
ず、市場金利との乖離についても他の組合せと比べ
て大きな差は生じないことを示しました。

⑶ 変動制の具体的な仕組み
要綱仮案では、法定利率は当初年 3％とし、3年毎

に3年を一期として見直されることとなりました。ま
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た、見直しの基準割合は過去5年間の短期プライム
レートの平均（0.1％未満は切り捨て）を用いることに
なり、直近の変更期の基準割合と比較して1％以上の
変動が生じた場合に変更され、1％単位で加減算する
ことになりました。なお、具体的な基準割合について
は、上記の基準に基づいて、法務大臣が告示するこ
とになっています。
以上のように、基準割合を過去5年間の各月の短
期プライムレートの平均として比較的長期間に設定
することで、短期間における市場金利の急な騰落が
法定利率に反映されることを防ぐことができ、また、変
更の基準を市場金利に1％以上の変動が生じた場合
に限定することで、頻繁に法定利率が変更されること
を防ぐことができます。さらに、法定利率に加減算さ
れる利率も1％単位としているため、法定利率は常に
整数値になることから、利息計算が複雑になるという
懸念も回避されています。
このように、要綱仮案は当委員会の意見が反映さ
れた結果となっています。具体的な変更のイメージは、
以下の図表のとおりです。

3　商事法定利率の廃止
要綱仮案では、商法541条を削除し、商事法定利率

は廃止することになりました。
現代では非商人であっても容易に投資が可能な状況

が整備されているため、商人と同等の運用利回りを得る
ことが可能であるという観点から、別途商事法定利率を
定め、利率の上乗せを行う合理性がないということが根
拠とされています。

4　金銭債務の損害賠償額の算定に関する特則
要綱仮案では、法定利率が変動しうることになるため、
金銭の給付を目的とする債務の不履行における損害賠
償の額としての法定利率をどの時点のものを適用する

かを規律する必要があるところ、これを債務者が遅滞の
責任を負った時点とされました。
なお、一旦定まった法定利率は、前記のとおり、後に
法定利率の変動が生じたとしても、当該事案においては
変動しないことになります。

5　中間利息控除
中間試案においては、中間利息控除をする場合には
年5％とするとの提案がなされていましたが、要綱仮案
では、中間利息控除における適用利率は、損害賠償の
請求権が生じた時の法定利率によるとされています。中
間利息控除にあたっては法定利率を用いて損害賠償額
の算定を行うという現行の実務における枠組みを維持
するものです。
もっとも、交通事故における逸失利益の算定等におい
ては、必ずしも合理的な枠組みではないと批判されてい
るところであり、損害賠償額の算定に関する問題は、今
後の不法行為法の改正の段階において改めて検討され
ることが期待されます。

6　まとめ
以上のように、法定利率については変動制が採用され

たとされていますが、実質的には固定制が維持されてい
るといえます。すなわち、法定利率の変更を、法改正に
よって行うのではなく一定の基準で行うという点で変更
はされていますが、実質的には市場金利に大幅な変更
が生じなければ基準に該当しないため、法定利率が頻
繁に変動することは想定されません。また、各事案にお
いて一旦定まった利率は、後に法定利率が変更された
としても影響を受けません。
したがって、要綱仮案の法定利率の改正は、利率が
3％に下がるということを除けば、実務における枠組みに
与える影響は大きくはないと思料されます。

変更のイメージ
H25.5 H27.5 H30.4 H31.5 H33.4 H36.4

① 5年間の短プラ平均
②
③
※　上記例の①と②と0.2％の差であるため、②の時点では法定利率は変更されませんが、①と③では1.1％の差が
生じているため、③の時点で1％が加算されて4％に変更されます。

基準
割合

法定
利率

1.1％ 3％
1.3％ 3％
2.2％ 4％

① ② ③
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